
　 　

　 　 　 　



　 　 　 　 　

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申しあげます。

　平素は格別のご高配を賜りまして厚く御礼申しあげます。

　さて、当社は平成 年 月 日をもって第 期営業年度を終了いたしましたので、

ここに事業の状況について、後記のとおりご報告申しあげます。

　今後ともご期待に応えるべく、業績の向上に全力を傾注する所存でございますので、

何卒なお一層のご支援、ご鞭撻の程を賜りますようお願い申しあげます。

　平成 年１月

取締役社長　 　 　 　 　



　 　 　 　

平成 年 月１日から
平成 年 月 日まで

１．営業の概況
　⑴　企業集団の営業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、前半が米国及びアジア向け輸出の増
加、民間設備投資の回復など一部に明るい兆しが見られたものの、雇用環境や個
人消費の回復の遅れから景気回復は緩やかに推移いたしました。
　後半は、米国及び中国向けの輸出の伸びの鈍化を背景に景気の減速感が強まっ
たものの、企業業績の回復、雇用情勢の緩やかな改善が見られ、個人消費の伸び
が持続したことから、国内民間需要は概ね堅調に推移いたしました。
　住宅業界におきましては、平成 年 月末からの段階的な住宅ローン減税規模
縮小による一時的な駆け込み需要などにより、都市部を中心とした分譲住宅を中
心に新設住宅着工戸数が堅調であったものの、当社の主力としている新築戸建住
宅市場は依然厳しい状況で推移いたしました。
　こうした厳しい経済環境の中、当社では支店経営の強化と「新築戸建事業」、「リ
フォーム事業」、「戸建建売分譲事業」、「賃貸住宅事業」の各事業部門の体制を構
築するために営業力・提案力を強化するための社内研修・教育など、人材育成に
注力するとともに、お客様ニーズに対応した商品開発に取り組み、お客様満足経
営の向上と地域密着型営業展開を積極的に推進してまいりました。
　また、経営効率及び生産性を向上させるために施工技術・施工能力・品質の向
上を図り、工期短縮、原価の低減と経費の圧縮・削減に取り組み、業績改善、財
務体質の強化に努めてまいりました。
　平成 年 月 日付にて発表した「営業外損失、特別損失の発生及び平成 年
月期通期（連結・単独）業績予想の修正」のとおり、当社の完成工事高が減少

したことと、連結子会社（銀河高原ビール㈱）の業績が大幅に悪化したことにより、
売上高、経常利益、当期純利益がそれぞれ前回予想を下回りました。
　以上の結果、売上高 百万円（対前年比 ％減）となり、利益につきま
しては、経常利益 百万円（対前年比 ％減）、当期純利益 百万円（対前年
比 ％減）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。
＜住宅事業＞
　住宅事業におきましては、日本の家の原点を追求し、日本文化を大切にし、伝
統工法の木造軸組工法と先進の技術の新木造システムを組み合わせ、永く住むた
めの条件を追求した「日本の家　やまと」を中心に営業展開を行いました。

（　　　　　　　）



　組織力と営業力を強化するため、平成 年 月 日付にて、ブロックの再編を
実施し、全国ブロックを従来の８ブロック体制から ブロック体制といたしまし
た。このブロック体制を基に、受注が堅調な「リフォーム事業」のほか「戸建建
売分譲事業」、「賃貸住宅事業」の３部門を最大限に活かし、新築部門に加えて、
受注・売上の拡大に努めてまいりました。
　提案住宅商品として一次取得者層向け、子育て世代のための「ファーストステー
ジ　レジェ」と家造りの本物志向のニーズに応えた「セカンドステージ　バリュー
ラ」を平成 年２月に新商品として発売するなど、同等価格で従来よりもグレード
アップの設備仕様を備えたコストパフォーマンスの高い商品を提供してまいりました。
　住宅展示場についても従来の「見学型」の常設展示場に加え、体験（使用）し
て納得して決めて頂く「体験型」の宿泊体験住宅展示場を企画し、平成 年 月
に全国 ヶ所で一斉オープンいたしました。
　また、お客様満足経営を更に充実させるために、お客様コールセンター「２４
時間電話対応システム」を設置し、お客様の満足・安心感を向上させるサービス
体制を整備いたしました。
　こうした営業努力の結果、当期の住宅事業の受注高は 百万円（対前年比

％減）となりました。なお、当事業の売上高は 百万円（対前年比 ％
減）となり、営業利益は 百万円（対前年比 ％減）となりました。

＜ホテル事業＞
　ホテル事業におきましては、多様化するお客様のニーズ、また他社との競争力
に対応した各ホテルのそれぞれの特性を活かしたシーズン毎のイベントと企画の
提案に注力し、顧客会員組織「ＶＩＰカード」の発売など新商品開発に取り組み、
お客様に満足していただける質の高いサービス、商品の提案に努めてまいりました。
　また、競争力強化を図るために、営業体制の充実・強化を図るとともに徹底し
た固定費、仕入コスト削減を行い業績改善に努めてまいりました。
　以上の結果、当事業の売上高は 百万円（対前年比 ％減）となり、営
業利益は 百万円（対前年比 ％増）となりました。

＜ビール・飲料事業＞
　ビール・飲料事業におきましては、酒類販売小売業免許の規制緩和による新業
態への販売チャンネルの開拓など、販売網の拡大へ積極的な営業展開を強化して
まいりました。
　また、タレントの「みの　もんた」氏を起用した広告宣伝展開や新たなビール
文化を提案する新商品「おやすみビール」を発売するなど、営業拡大に努めてま
いりました。
　以上の結果、当事業の売上高は 百万円（対前年比 ％増）となったも
のの、原価及び販管費の改善が進展しなかったことにより、営業損失 百万
円となりました。



＜その他の事業＞
　その他の事業におきましては、海外農場の経営、オフィスビルの賃貸などの事
業を行っております。海外農場の経営につきましては、この事業からの撤退を決
定しており、 は平成 年 月４日をもって清算手続を終
結しております。
　オフィスビルの賃貸は安定した収入を上げております。
　以上の結果、当事業の売上高は 百万円（対前年比 ％減）となり、営業
利益は 百万円となりました。

（単位：百万円）

区　　分

当 会 計 期 間
平成 年 月１日から
平成 年 月 日まで

前 会 計 期 間
平成 年 月１日から
平成 年 月 日まで

比 較 増 減

売　上　高 構成比 売　上　高 構成比 金　　額
％ ％

住 宅 事 業 △

ホ テ ル 事 業 △

ビール･飲料事業

その他の事業 △

合　　計 △

　⑵　企業集団が対処すべき課題

　今後のわが国経済の動向につきましては、米国や中国向け輸出の鈍化により成
長スピードが減速してきており、為替動向など懸念材料もあり、景気は踊り場を
迎えるなど、厳しい経営環境が続くものと予想されます。
　このような経営環境の中、当社はグループ事業再建策を中心に再構築をすると
ともに、平成 年 月に策定いたしました「中期五ヵ年計画」に基づきグループ
全体の財務体質、収益構造の改善を図り経営基盤の強化に努めてまいります。
　また、当社グループはお客様満足経営をさらに向上させるために、お客様ニー
ズに対応した商品開発に取り組むとともに、継続して営業力・提案力を強化する
ために社内研修・教育など人材育成に注力をし、お客様満足経営の向上と地域密
着型営業展開を推進するとともに、経費の圧縮・削減を図り収益力向上に努めて
まいります。

〔 〕〔 〕



　住宅事業におきましては、組織力と営業力を強化するための ブロック体制を
基に、さらにお客様満足を最優先に競争力のある高品質な新商品の提案・提供に
努め、地域密着型営業展開を推進してまいります。
　また、経営効率及び生産性を向上させるために、引続き施工技術・施工能力・
品質の向上を図り、工期短縮、原価の低減と経費の圧縮・削減等諸施策の実施に
より、業績改善・財務体質の強化に努めてまいります。

　ホテル事業におきましては、多様化するお客様のニーズに対応した新商品の企
画・開発及び競争力、商品力向上のための強固な事業基盤の確立とブランド価値
の一層の向上に努めてまいります。
　また、原価、販売管理費の総合的なコストダウンを図り、業務全般の効率化を
推進し収益力向上に努めてまいります。

　ビール・飲料事業におきましては、従来の量販店、酒販専門店への営業展開の
強化を推進するとともに、新業態への販売網の拡大に努めてまいります。
　また、不採算販売及び製造コストの見直し、改善を図るために販売・製造・管
理部門の社内体制を整備し、業務改善に取り組み収益構造の改善に努めてまいり
ます。

　⑶　企業集団の設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資額は 百万円であります。主な設備投資は次の
とおりであります。
　①当社モデルハウス　 棟　　　　　　　　　　　　　　　　　 百万円
　②子会社（銀河高原ビール㈱）那須工場缶充填機（２号ライン）　 百万円

　⑷　企業集団の資金調達の状況
　当連結会計年度の資金調達については、当社において「第２回無担保社債」を
億円発行し、調達いたしました資金は、全額短期借入金の返済に充当いたしま

した。
　また、長期運転資金として５億円を調達いたしました。



　⑸　営業成績及び財産の状況の推移

①企業集団の営業成績及び財産の状況の推移
（単位：百万円）

区　　　分 平成 年度
第 期

平成 年度
第 期

平成 年度
第 期

平成 年度
第 期

売 上 高

経常利益 △損失 △ △

当期純利益 △純損失 △ △
１ 株 当 た り
当期純利益 △純損失 △ 円 銭 △ 円 銭 円 銭 円 銭

総 資 産

純 資 産

　（注）１．当社は第 期から「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」
第 条の２に規定する連結計算書類を作成しております。従いまして、第
期から第 期までの各期の数値につきましては同条第３項に規定する監

査役及び会計監査人の監査を受けていない連結計算書類に基づくものであ
ります。

　　　２．第 期から１株当たり当期純利益（△純損失）の算定にあたっては、「１
株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成 年９
月 日　企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成 年９月 日　企業会計基準
適用指針第４号）を適用しております。

②連結計算書類作成会社の営業成績及び財産の状況の推移
（単位：百万円）

区　　　　分 平成 年度
第 期

平成 年度
第 期

平成 年度
第 期

平成 年度
第 期

受 注 高

売 上 高

経 常 利 益

当期純利益 △純損失 △ △ △
１ 株 当 た り
当期純利益 △純損失 △ 円 銭 △ 円 銭 円 銭 △ 円 銭

総 資 産

純 資 産



　（注）１．第 期から「商法施行規則の一部を改正する省令（平成 年２月 日法

務省令第７号）」による改正後の商法施行規則に基づいて計算書類等を作成
しております。このため、従来の「当期損失」及び「１株当たり当期損失」
は「当期純損失」及び「１株当たり当期純損失」とそれぞれ表示しております。

　　　２．第 期から１株当たり当期純利益（△純損失）の算定にあたっては、「１
株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成 年９
月 日　企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成 年９月 日　企業会計基準
適用指針第４号）を適用しております。

２．会社の概況
　⑴　企業集団の主要な事業内容
　当社グループは、当社・連結子法人５社及び持分法適用会社４社を中心にして
構成されており、住宅の請負、宅地の造成・販売を中心とした住宅事業のほか、
ホテル・レジャー施設の経営を行なうホテル事業及び、ビールの製造・販売等の
ビール・飲料事業など、食・住の生活産業とサービス産業に関連した事業展開を
行なっております。

　⑵　企業集団の主要な営業所
　　①当社の主要な事業所
　　　本 社 岩手県盛岡市長田町２番 号
　　　東 京 事 務 所 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８号
　　　支店・営業所 全国 店舗

　　②子法人等の主要な事業所及び工場
　　　㈱ホテル東日本 本社：岩手県盛岡市大通三丁目３番 号

サービス拠点：ホテル東日本宇都宮他６拠点
　　　銀河高原ビール㈱ 東京都中央区銀座二丁目８番 号
　　　銀河高原ビール㈱那須工場 栃木県那須郡那須町高久甲 番地
　　　東日本ハウスサービス㈱ 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８号

東日本飯田橋ビル２階
　　　㈱東日本ウッドワークス北海道 北海道白老郡白老町字石山 番地９

　⑶　株式の状況

　　①会社が発行する株式の総数 株

　　②発行済株式の総数 　 株

　　③株主数 名



　⑷　大株主の状況

株　　主　　名
当社への出資状況 当社の大株主への

出 資 状 況

持株数 議決権比率 持株数 議決権比率
千株 ％ 千株 ％

中 村 　 功 － －

東日本ハウス社員持株会 － －

東日本ハウス互助会 － －

東 友 会 持 株 会 － －

㈱ み ず ほ 銀 行 － －

みずほインベスターズ証券㈱

㈱ Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 － －

第 一 生 命 保 険（相） － －

　⑸　自己株式の取得、処分等及び保有の状況

　　①取得株式

　　　　　普通株式 株

　　　　　取得価額の総額　　　　　　　　 百万円

　　②処分株式

　　　　　普通株式 株

　　　　　処分価額の総額　　　　　　　　 百万円

　　③失効手続をした株式

　　　　　該当事項はありません。

　　④決算期末における保有株式

　　　　　普通株式 株



　⑹　企業集団の従業員の状況

　　①企業集団の従業員数

区　　分 従業員数 前期末比増減

男　　 性 名 △ 名

女　　 性 　 △ 　

合　　計 　 △ 　

　　　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　②連結計算書類作成会社の従業員数　

区　分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男　　性 名 △ 名 歳 年

女　　性 　 △ 　 　 　

合　計 　 △ 　 　 　

　　 注 １．従業員数は就業人員であります。

　⑺　企業結合の状況

　　①重要な子法人等の状況

会　　社　　名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱ ホ テ ル 東 日 本
百万円 ％

ホテル業

㈱東日本ウッドワークス
北　　海　　道

木造住宅の軸組構造部材
（プレカット材）の製造・販売

銀 河 高 原 ビ ー ル ㈱ ビールの製造・販売及び
ワインの輸入販売

東日本ハウスサービス㈱ 住宅の保守メンテナンス業務



　　②企業結合の経過
　連結子法人である は、平成 年 月４日をもって清
算手続きが終結いたしました。

　　③企業結合の成果
　連結対象会社は 社であり、持分法適用会社は４社であります。
　当期の連結売上高は 百万円（対前年比 ％減）、連結当期純利益は 百万
円（対前年比 ％減）となりました。

　⑻　主要な借入先

借　　　入　　　先 借入金残高
借入先が有する当社の株式

持　株　数 議決権比率
百万円 千株 ％

㈱ み ず ほ 銀 行

㈱ Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

農 林 中 央 金 庫 － －

㈱ 東 北 銀 行 － －

中 央 三 井 信 託 銀 行 ㈱ － －

㈱ 青 森 銀 行 － －

㈱ 北 日 本 銀 行 － －

岩手県信用農業協同組合連合会 － －



　⑼　取締役及び監査役

地　　　位 氏　　　名 担当または主な職業

取 締 役 会 長 中　村　　　功

代表取締役社長 成　田　和　幸

取締役副社長 室　田　義　男 南北海道ブロック統轄兼札幌支店長

専 務 取 締 役 日野杉　克　美 訓練教育担当兼関西ブロック統轄兼大阪支店長

専 務 取 締 役 林　　　幹　夫 管理部門グループ統轄担当

常 務 取 締 役 小　國　健　司 財務・総務担当

常 務 取 締 役 鈴　木　直　一 リフォーム事業部統轄

取 締 役 星　　　明　夫 リフォーム事業部長

常 勤 監 査 役 中　村　　　均

監 査 役 高　橋　光　夫

監 査 役 鎌　田　哲　爾 岩手製綿株式会社代表取締役

監 査 役 中　村　　　力

　　（注）１．当期中の異動

　　　　　　　　　年　　　月　　　日 　氏　　　名　
就任取締役 平成 年１月 日 岩　渕　昭　彦
就任監査役 平成 年１月 日 中　村　　　均
退任取締役 平成 年１月 日 中　村　　　均

平成 年４月 日 引　間　健　治
坂　本　勝　実
大　倉　　　功
作　間　秀　樹
三　上　久　男
菊　地　貞　夫
岩　渕　昭　彦

２．平成 年４月 日付で執行役員制度導入により、引間健治、坂本勝実、
大倉功、作間秀樹、三上久男、菊地貞夫、岩渕昭彦の７名がそれぞれ取
締役を退任し、同日付でそれぞれ執行役員に就任しました。

３．監査役のうち、高橋光夫氏、鎌田哲爾氏並びに中村力氏は「株式会社の
監査等に関する商法の特例に関する法律」第 条第１項に定める社外
監査役であります。



　⑽　会計監査人に対する報酬等の額

①当社及び当社の子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

百万円

②上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和 年法律第 号）第２条第１項

の業務（監査証明業務）の対価として当社及び当社の子法人等が会計監査人に

支払うべき報酬等の合計額 百万円

③上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき会計監査人としての報

酬等の額 百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、「株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律」に基づく監査と証券取引法に基づく監

査の額を区分しておりませんので、③の金額には証券取引法に基づく

監査の報酬等を含めております。

３．決算期後に生じた企業集団の状況に関する重要な事実

　　　該当事項はありません。

（注）１．本営業報告書中の記載金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てており

ます。

なお、同記載金額には消費税等に相当する額を含んでおりません。



　　 　　 　　 　　
（平成 年 月 日現在） （単位：百万円）

　　 　　 　　 　　 　　 　　
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

現 金 預 金 工 事 未 払 金
受 取 手 形 短 期 借 入 金
完成工事未収入金 一年内償還予定の社債
有 価 証 券 未 払 金
未 成 工 事 支 出 金 未 払 法 人 税 等
販 売 用 不 動 産 未 成 工 事 受 入 金
未 成 分 譲 土 地 預 り 金
前 払 費 用 完成工事補償引当金
未 収 入 金 賞 与 引 当 金
繰 延 税 金 資 産 そ の 他 流 動 負 債
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金 △

社 債
長 期 借 入 金

建 物 ・ 構 築 物 長 期 預 り 金
賃 貸 用 建 物 退 職 給 付 引 当 金
機 械 ・ 運 搬 具 役員退職慰労引当金
備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
その他有形固定資産

借 地 権
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア 　 　 　
その他無形固定資産 　　 　　 　　

投 資 有 価 証 券 資 本 剰 余 金
関 係 会 社 株 式 資 本 準 備 金
長 期 貸 付 金 その他資本剰余金
差 入 保 証 金 資本準備金減少差益
長 期 未 収 入 金 自己株式処分差益
破産債権・更生債権等 利 益 剰 余 金 △
長 期 前 払 費 用 当 期 未 処 理 損 失
繰 延 税 金 資 産 株式等評価差額金
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金 △ 　 　 　
　 　 　 ・



　　 　　 　　 　　

平成 年 月１日から
平成 年 月 日まで （単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　額
　 　 　 　 　 　 　

売 上 高
完 成 工 事 高
販 売 用 不 動 産 売 上 高
そ の 他 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
販 売 用 不 動 産 売 上 原 価
そ の 他 売 上 原 価

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
販 売 用 不 動 産 売 上 総 損 失
そ の 他 売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息
受 取 保 険 料
そ の 他 営 業 外 収 益

支 払 利 息
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 営 業 外 費 用

　 　 　 　 　 　 　
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
販 売 用 不 動 産 評 価 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
子 会 社 整 理 損
退職給付会計基準変更時差異償却額
厚生年金基金代行部分返上損

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 損 失

（ 　　　　　　 ）



１．重要な会計方針
　⑴　資産の評価基準及び評価方法
　　　有価証券
　　　　満期保有目的債券・・・・・・・・償却原価法（定額法）
　　　　子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

　　　　　時価のないもの・・・・・・・・移動平均法による原価法
　　　　たな卸資産
　　　　　未成工事支出金・・・・・・・・・個別法による原価法
　　　　　販売用不動産・・・・・・・・・・個別法による原価法
　　　　　未成分譲土地・・・・・・・・・・個別法による原価法
　⑵　固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産

　重要な賃貸用資産及び平成 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい
ては定額法、その他の資産について定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　　建物・構築物　　　　７　～　 年
　　　　　　賃貸用建物　　　　　 　～　 年
　　②無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　⑶　繰延資産の処理方法
　　　　社債発行費

　支払時に金額費用処理しております。
　なお、社債発行費は損益計算上、営業外費用の、その他営業外費用に含めて表示して
おります。

　⑷　貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

　⑸　完成工事補償引当金
　完成工事に関する瑕疵担保の費用に備えるため、当会計期間末に至る１年間の完成工事高及
び販売用建物売上高に対し、過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。

　⑹　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　⑺　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。



　なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており
ます。

　⑻　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。こ
れは、商法施行規則 条に規定する引当金であります。

　⑼　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

　⑽　リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　⑾　ヘッジ会計の方法
　　①ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。
　　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　ａ　ヘッジ手段　　金利スワップ
　　　　ｂ　ヘッジ対象　　借入金・満期保有目的債券
　　③ヘッジ方針

　職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしております。

　　④ヘッジ有効性評価の方法
　特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。

　⑿　消費税等に相当する額の会計処理
　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表の注記
　⑴　関係会社に対する短期金銭債権 百万円
　　　関係会社に対する長期金銭債権 百万円
　　　関係会社に対する短期金銭債務 百万円
　⑵　有形固定資産の減価償却累計額 百万円
　⑶　貸借対照表に計上した固定資産のほか、モデルハウス 棟、機械装置 台、コンピュー
タ 台、車輌３台、その他事務機器等については、リース契約により使用しております。

　⑷　取締役に対する金銭債権 百万円
　⑸　担保に供している資産
　　　　　定 期 預 金 百万円
　　　　　建 物 百万円
　　　　　賃貸用建物 百万円
　　　　　機 械 百万円
　　　　　土 地 百万円



　⑹　保証債務額 百万円

　⑺　商法施行規則第 条第３号に規定する純資産額は 百万円であります。

３．損益計算書の注記
　⑴　関係会社との取引高
　　　　営業取引高
　　　　　賃貸料収入 百万円
　　　　　部 材 仕 入 百万円
　　　　営業取引以外の取引高
　　　　　受 取 利 息 百万円
　　　　　受取配当金 百万円
　⑵　１株当たり当期純損失 円 銭
　なお、損益計算上の当期純損失の額は 百万円であり、１株当たり当期純損失の算定に
用いられた普通株式に係る当期純損失の額は 百万円であります。また、１株当たりの当
期純損失の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数は 千株であります。

４．税効果会計関係
　⑴　繰延税金資産の発生の主な要因別の内訳
　　　　（繰延税金資産）
　　　　　賞与引当金損金算入限度超過額 百万円
　　　　　退職給付引当金 　　　
　　　　　役員退職慰労引当金否認 　　　
　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 　　　
　　　　　完成工事補償引当金 　　　
　　　　　株式評価損 　　　
　　　　　未成分譲土地評価損 　　　
　　　　　固定資産評価損否認 　　　
　　　　　未収入金否認 　　　
　　　　　販売用土地評価損 　　　
　　　　　税務上の繰越欠損金 　　　
　　　　　その他 　　　
　　　　繰延税金資産小計 　　　
　　　　評価性引当額 △ 　　　
　　　　繰延税金資産合計 　　　
　　　　（繰延税金負債）
　　　　　その他有価証券評価差額金 △ 　　　
　　　　繰延税金負債合計 △ 　　　
　　　　繰延税金資産の純額 　　　



　⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　　　当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．退職給付会計関係

　⑴　採用している退職給付制度の概要

　　　当社は確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けております。

　　　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　⑵　退職給付債務に関する事項（平成 年 月 日現在）

　　　　イ．退職給付債務 △ 百万円

　　　　ロ．年金資産 　　　

　　　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 　　　

　　　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額 　　　

　　　　ホ．未認識数理計算上の差異 　　　

　　　　ヘ．未認識過去勤務債務 －　　　

　　　　ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 　　　

　　　　チ．前払年金費用 －　　　

　　　　リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 　　　

　⑶　退職給付費用に関する事項（自　平成 年 月１日　至　平成 年 月 日）

　　　　イ．勤務費用 百万円

　　　　ロ．利息費用 　　　

　　　　ハ．期待運用収益 △ 　　　

　　　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 　　　

　　　　ホ．数理計算上の差異の費用処理額 　　　

　　　　ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 　　　

　⑷　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　イ．退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　期間定額基準

　　　　ロ．割引率 ％　　

　　　　ハ．期待運用収益率 ％　　

　　　　ニ．数理計算上の差異の処理年数 年　　

　　　　ホ．会計基準変更時差異の処理年数 年　　



　　 　　 　　

　 　 （単位：円）

　　　　　　 　　　　　　

　 　 （単位：円）

　　　　　　 　　　　　　



　 　 　 　 　 　
（平成 年 月 日現在） （単位：百万円）

　　 　　 　　 　　 　　 　　
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

現 金 預 金 工 事 未 払 金 等
受取手形･完成工事未収入金等 短 期 借 入 金
有 価 証 券 一年内償還予定の社債
未 成 工 事 支 出 金 未 払 法 人 税 等
その他たな卸資産 未 成 工 事 受 入 金
繰 延 税 金 資 産 完成工事補償引当金
そ の 他 流 動 資 産 賞 与 引 当 金
貸 倒 引 当 金 △ そ の 他 流 動 負 債

建 物 ・ 構 築 物 社 債
機械・運搬具・備品 長 期 借 入 金
土 地 退 職 給 付 引 当 金
建 設 仮 勘 定 役員退職慰労引当金
その他有形固定資産 そ の 他 固 定 負 債

借 地 権
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
その他無形固定資産 　 　 　

　　 　　 　　
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金 資 本 剰 余 金
破産債権・更生債権等 利 益 剰 余 金 △
繰 延 税 金 資 産 株式等評価差額金
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金 △ 　 　 　

　 　 　



　 　 　 　 　 　

平成 年 月１日から
平成 年 月 日まで （単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　額
　 　 　 　 　 　 　

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息
受 取 保 険 料
そ の 他 営 業 外 収 益

支 払 利 息
持 分 法 に よ る 投 資 損 益
そ の 他 営 業 外 費 用

　 　 　 　 　 　 　
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
販 売 用 不 動 産 評 価 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
退職給付会計基準変更時差異償却額
厚生年金基金代行部分返上損

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

（ 　　　　　　 ）



１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　⑴　連結の範囲に関する事項

　　①連結子法人数　５社

　　　主要な連結子法人の名称

　　　　㈱ホテル東日本

　　　　銀河高原ビール㈱

　　　　㈱東日本ウッドワークス北海道

　なお、前連結会計年度において連結子法人でありました、高原販売㈱については、平

成 年８月 日に特別清算が結了したため、当連結会計期間より連結の範囲から除外し

ております。

　　②主要な非連結子法人の名称

　　　　宝くじ神社㈱

　　　　東日本プレカットワークス㈱

　　　　東日本テック㈱

　　　　　（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子法人は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

　⑵　持分法の適用に関する事項

　　①持分法適用の非連結子法人数　２社

　　　非連結子法人の名称

　　　　宝くじ神社㈱

　　　　東日本テック㈱

　　②持分法適用の関連会社数　　　２社

　　　会社の名称

　　　　東日本沢内総合開発㈱

　　　　㈱東日本ウッドワークス中部

　　③主要な持分法非適用会社の名称

　　　非連結子法人

　　　　東日本プレカットワークス㈱

　　④持分法を適用していない非連結子法人はそれぞれ連結純損益及び利益剰余金に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。



　　⑤債務超過となっている持分法適用関連会社については、「持分法会計に関する実務指針に

ついて」（会計制度委員会報告第９号）に基づき、親会社の実質負担額を計上しております。

　　　　なお、負担した債務超過額は、貸付金等を減額しております。

　　　　また、持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、決算日と

連結決算日の差異が３ヶ月以内の会社については、各社の事業年度にかかる財務諸表を使

用し、決算日と連結決算日の差異が３ヶ月を超える会社については、連結決算日で仮決算

を行なった財務諸表を使用しております。

　⑶　連結子法人の事業年度等に関する事項

　　　　連結子法人の決算日は、すべて連結決算日と異なっており、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　 会社名　　　　　　　　　 決算日　

　　　　　銀河高原ビール㈱　　　　　　　 　　９月 日　　※１

　　　　　 　 　　　　　　８月 日　　※２

　　　　　㈱東日本ウッドワークス北海道　 　　８月 日　　※１

　　　　　㈱ホテル東日本　　　　　　　　 　　９月 日　　※１

　　　　　東日本ハウスサービス㈱　　　　 　　９月 日　　※１

※１：連結子法人の決算日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結子法人

の決算日から連結決算日までに発生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行なっております。

※２：連結子法人である 　 は、平成 年 月４日をもって

清算手続きが終結しました。

　⑷　会計処理基準に関する事項

　　①重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　 ｲ 有価証券

　　　　　　満期保有目的債券………償却原価法（定額法）

　　　　　　その他の有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

　　　 ﾛ たな卸資産

　　　　　　住宅事業…………………主として個別法による原価法

　　　　　　ホテル事業………………最終仕入原価法

　　　　　　ビール事業………………総平均法による原価法

　　　 ﾊ デリバティブ………………時価法



　　②重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　 ｲ 有形固定資産

　　　　　　住宅事業…………………主として定率法

　　　　　　住宅事業以外の事業……主として定額法

　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　建物・構築物　　　　　７　～　 年

　　　　　　　　　機械・運搬具・備品　　２　～　 年

　　　 ﾛ 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　　③繰延資産の処理方法

　　　 ｲ 社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。

　なお、社債発行費は損益計算書上、営業外費用の「その他営業外費用」に含めて表

示しております。

　　④重要な引当金の計上基準

　　　 ｲ 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

　　　 ﾛ 完成工事補償引当金

　完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建

物売上高に対し過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。

　　　 ﾊ 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　　　 ﾆ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用計上としており

ます。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　　　 ﾎ 役員退職慰労引当金

　親会社は役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

　　⑤重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。



　　⑥重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　⑦重要なヘッジ会計の方法

　　　 ｲ ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。

　　　 ﾛ ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　ａ　ヘッジ手段　　　金利スワップ

　　　　　　ｂ　ヘッジ対象　　　借入金・満期保有目的債券

　　　 ﾊ ヘッジ方針

　職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。

　　　 ﾆ ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。

　　⑧消費税等に相当する額の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

　⑸　連結子法人の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子法人の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっております。

　⑹　連結調整勘定の償却に関する事項

　連結調整勘定については、５年間の均等償却を行なっております。なお、金額が僅少なも

のは発生年度に全額償却しております。

２．連結貸借対照表の注記

　⑴　有形固定資産の減価償却累計額 百万円

　⑵　担保に供している資産

　　　　定期預金 百万円

　　　　受取手形・完成工事未収入金等 百万円

　　　　その他流動資産 百万円

　　　　建物・構築物 百万円

　　　　機械・運搬具・備品 百万円

　　　　長期貸付金 百万円

　　　　土地 百万円

　⑶　保証債務額 百万円



３．連結損益計算書の注記

　⑴　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　 ０円 銭

　なお、損益計算上の当期純利益の額は 百万円であり、１株当たり当期純利益の算定に用

いられた普通株式に係る当期純利益の額は 百万円であります。また、１株当たりの当期純

利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数は 千株であります。

４．税効果会計関係

　⑴　繰延税金資産の発生の主な要因別の内訳

　　　　（繰延税金資産）

　　　　　親会社の繰越欠損金 百万円

　　　　　連結子会社の繰越欠損金 　　　

　　　　　清算予定連結子会社投資差額 　　　

　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 　　　

　　　　　固定資産評価損否認 　　　

　　　　　未成分譲土地評価損否認 　　　

　　　　　投資有価証券等評価損否認 　　　

　　　　　賞与引当金損金算入限度超過額 　　　

　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 　　　

　　　　　役員退職慰労引当金否認 　　　

　　　　　固定資産未実現利益 　　　

　　　　　その他 　　　

　　　　繰延税金資産小計 　　　

　　　　評価性引当額 △ 　　　

　　　　繰延税金資産合計 　　　

　　　　（繰延税金負債）

　　　　　その他有価証券評価差額金 △ 　　　

　　　　繰延税金負債合計 △ 　　　

　　　　繰延税金資産の純額 　　　

　⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　　　法定実効税率 ％

　　　（調整）

　　　　永久に損金に算入されない項目 　

　　　　永久に益金に算入されない項目 △ 　

　　　　住民税均等割 　

　　　　評価性引当額 △ 　

　　　　親子会社間の税率差異 △ 　

　　　　その他 △ 　

　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％



５．退職給付会計関係

　⑴　採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けております。

　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　⑵　退職給付債務に関する事項（平成 年 月 日現在）

　　　　イ．退職給付債務 △ 百万円

　　　　ロ．年金資産 　　　

　　　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 　　　

　　　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額 　　　

　　　　ホ．未認識数理計算上の差異 　　　

　　　　ヘ．未認識過去勤務債務 －　　　

　　　　ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 　　　

　　　　チ．前払年金費用 － 　　　

　　　　リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 　　　

　⑶　退職給付費用に関する事項（自　平成 年 月１日　至　平成 年 月 日）

　　　　イ．勤務費用 百万円

　　　　ロ．利息費用 　　　

　　　　ハ．期待運用収益 △ 　　　

　　　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 　　　

　　　　ホ．数理計算上の差異の費用処理額 　　　

　　　　ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 　　　

　⑷　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　イ．退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　期間定額基準

　　　　ロ．割引率 ％　　

　　　　ハ．期待運用収益率 ％　　

　　　　ニ．数理計算上の差異の処理年数 年　　

　　　　ホ．会計基準変更時差異の処理年数 年　　



決　　算　　期 月 日
定 時 株 主 総 会 １月下旬
基　　準　　日 月 日

その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めます。
１単元の株式の数 株
名義書換代理人 東京都港区芝三丁目 番 号

中央三井信託銀行株式会社
同事務取扱場所 〒 　東京都杉並区和泉二丁目 番 号

（証券代行事務センター）
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店･全国各支店

公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞

［ご優待制度］
１．ご優待特典 株主様が当社の商品で住宅をお建てになる場合、

お見積り時、担当営業にお申し出ください。
建物本体価格から、３％を割引いたします。
（ただし、キャンペーン商品を除く）

２．対　　　　象 単元株（ 株）以上所有する株主様
＊契約時直前期末（ 月 日）の株主名簿に
記載または記録されている株主様

３．取 扱 店 舗 当社の経営する全店舗

　上記ご優待制度をご利用される株主様は、下記ご記入欄にお名前・ご所有
の持株数（平成 年 月 日現在）をご記入のうえ、お見積り時までに弊社
営業担当にご提示ください。

　　　　　お　名　前　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　持　株　数　：　　　　　　　　　　　株　　　　　

※ご優待制度の対象は、１単元株（ 株）以上所有されている株主様、及び
直前期末（平成 年 月 日）の株主名簿に記載または記録されている株主様
となります。




